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の天井下地材における最大応答加速度を A-A’断面と B-B’
断面で示す．Fig.11 と Fig.12 より，7 階同様に A-A’断面
と B-B’断面の X 方向と Y 方向は最大応答加速が同程度
で，Z方向は最大応答加速が X，Y方向よりわずかに大き
くなっている．また，3章で述べたように，天井下地材の
X 方向と Y 方向は面内方向，Z 方向は面外方向の応答で
あり，天井下地材は一体として挙動していることが考え

られる．Fig.11と Fig.12より，Z方向は X，Y方向と比較
して非常に大きな応答を示しており，その傾向は特異的

なものとなっていることが分かる．特に Fig.3と Fig.11よ
り，チャンネル 17-Aに関しては他の天井下地材(13-A~16-
A)と比較して傾向が全く異なっていることが分かる．こ
のことから，チャンネル 17-Aの Z方向の記録に関しては
参考値とする．さらに Fig.9～Fig.12より，7階と 20階で
比較した場合，各方向で 7階より 20階でより大きな応答
を示していることが分かる． 
 
4. まとめ 
本報では，超高層免震建物の地震時における非構造部

材の応答性状の把握を目的とし，最大応答加速度による

分析を行った．具体的には，東京工業大学の J2-3 棟で行
われている観測システムの概要を示し，2022年 3月 16日
に発生した福島県沖地震を対象に，加速度計の設置箇所

毎の最大応答加速度を比較した．以下に得られた知見を

示す． 
(1) 加速度計の設置箇所によらず 
非構造部材から得られた観測結果において，7階の室 
内と廊下の最大応答加速度を比較したところ X 方向
と Y方向の傾向が異なった．室内壁面（4-A, 5-A）の
X方向は壁の面内方向で，Y方向は面外方向の応答で
ある．また，廊下壁面（2-A, 3-A）の X方向は壁の面
外方向で，Y方向は面内方向の応答である． 

(2) 加速度の設置位置によらず，面内方向では最大応答
加速度は同程度であった。このことから天井下地材

は一体として挙動していることが考えられる．  
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任意指定ダンパー量を考慮したオイルダンパー制振設計手法の検討 
－パラメータが設計値に与える影響－ 
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制振構造 オイルダンパー 大振幅地震動    

      

1. はじめに 
近年，南海トラフ地震による長周期地震動 1)や直下型地

震動など，これまでの設計レベルを大きく上回る地震動

（大振幅地震動 2)）の発生が予測されている。そのため，

超高層建物においても，より高い耐震性が求められる。そ

の対策の 1 つとして，オイルダンパーを用いた制振設計
が挙げられるが，対象となる建物によっては，建築計画上，

層間変形角を目標値以内に収めるという十分な制振効果

が得られるダンパー量を設置できない場合がある。笠井

らは，オイルダンパーによる制振設計として，等価剛性調

節法による層剛性非比例分配を提案した 3)。この手法によ

る多質点系への分配は，設計用外力分布と建物剛性の差

が大きな層に対し，より大きなダンパー量を分配できる

ため，様々な地震動に対して有効なダンパー配置を設計

することが可能となる。また，上野らは，上記で述べた層

剛性非比例分配に，設計者が必要ダンパー量に対して任

意に指定できるダンパー量（以降，任意指定ダンパー量）

の導入を考えた設計手法を提案した 4)。この手法により，

任意指定ダンパー量として各層の制限を設けながらも建

物の構造特性に従うダンパー分配を行うことが可能とな

る。しかし，検討数が少ない。 
そこで，本報ではまず，上野らが提案した設計手法を用

いて制振設計を行う。その際に，様々なパラメータを変化

させ，比較することで，そのパラメータが設計値に与える

影響について確認することを目的とする。  
 

2. 建物モデルおよび入力地震動概要 
2.1 非制振モデル概要 
本報で用いる建物モデルは，文献 4)で用いたモデルと

同様である。本報では，このダンパーが設置されていない

建物モデルを非制振モデルと呼ぶこととする。以下に非

制振モデルの概要を記す。図 1 に非制振モデルの軸組図
と基準階平面図を示す。建物モデルは，地上 37階，建物
高さ 146.1mで，平面プランは各階同一の片コア形式であ
る。長辺方向を X 方向，短辺方向を Y 方向としており，
本報では，X方向を検討対象とする。図 1に示すように，
Y3 構面の X4~X7 スパンの高さ方向のみにダンパーが設

置可能であると仮定する。梁断面は H-850×350×19×32~H-
700×250×12×19 ， 柱 断 面 は ， □-700×700×65×65~□-
700×700×25×25である．また，柱梁の鋼種は SM490であ
る．なお，非制振モデルの X方向の固有周期は，1次 4.87 
s，2次 1.69 s，3次 1.00 sである。 

  

(a) 軸組図 (b) 基準階平面図 

図 1 非制振モデルの軸組図と基準階平面図 
2.2 入力地震動概要 
本報では，コーナー周期 0.64s以降で減衰定数 5%にお

ける擬似速度応答スペクトル pSvが 80cm/s で一定となる
告示波 ART HACHI（位相特性：HACHINOHE 1968 EW），
および大阪地方の基整促波である OS2の 2種類の地震動 

 

(a) ART HACHI 
 

(b) OS2 
図 2 加速度波形 
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(a) ART HACHI (b) OS2 

図 3 変位応答スペクトル 

で検討を行う。図 2 に加速度波形を、図 3 に減衰定数が
2，5，10%の変位応答スペクトルを示す。また，図 3には
非制振モデルの X 方向の 1~3 次の固有周期を併記する。
なお，解析は構造計算プログラムの RESP-D を用いて行い，
積分時間間隔は 0.001 秒で出力間隔は 0.01 秒で行う。ま
た，本報では主架構弾性で解析を行う。 
 
3. オイルダンパーを用いた制振設計手順 
以下に任意指定ダンパー量Kdi,op

" を考慮したオイルダン

パー制振設計手順を示す。 
STEP1.  検討対象建物の諸元及び設計用地震動の設定 
        建物モデルの質量 Mi，主架構剛性 Kfi，層高 hi，

1次固有周期 Tf，初期減衰定数 h0を設定する。

また，1次固有周期 Tfにおける設計用地震動の

変位応答スペクトル Sd(Tf,h0)を設定する。 
STEP2.  設計時に必要なパラメータの設定 
        リリーフ率μd（リリーフ時のダンパーの変形に

対するダンパーの最大変形），2次粘性比p，内
部剛性係数β，取付け部材剛性比𝐾𝐾𝑏𝑏 𝐾𝐾𝑓𝑓⁄ を設定

する。 
STEP3.  層間変形角 θfの算定 5) 

θf =
Sd(Tf,h0)

Heff
  (1) 

ここで，Heffは有効高さ 5)を示す。  
STEP4.  目標層間変形角 θmaxの設定 
        制振構造での目標層間変形角 θmaxを設定する。 
STEP5.  １質点系での必要ダンパー量の算定 5) 

          STEP3 で算定した層間変形角 θfから STEP4 で
定めた目標層間変形角 θmax に低減させるため

の必要ダンパー量（1次損失剛性比Kd
" Kf⁄ ）を性

能曲線（図 4）5)より算定する。図 4中の Raは

せん断力低減率，Rdは変位低減率を表す。 
 

図 4 性能曲線 

その際，減衰効果係数 Dhは次式より算出する。 

Dh =√
(1 + αh0)
(1 + αheq) (2) 

          ここで，heqは等価減衰定数 5)である。定数 αは
地震動によって変化する。 

STEP6.  ダンパーの内部剛性比Kd Kf⁄ の算定 5)。 

Kd

Kf
 =

Kd
"

Kf
∙

β
ωf

 (3) 

        ここで，ωfは主架構の固有円振動数である。 
STEP7.  等価支持材剛性比Kb

* Kf⁄ の算定 5) 

Kb
*

Kf
 = 

1
Kf / Kb+Kf / Kd

 (4) 

STEP8.  等価支持材変形比の算定 5) 
        STEP5より得られたKd

" Kf⁄ とSTEP7より得られ
たKb

* Kf⁄ より等価支持材変形比 λが得られる。 

λ = 
Kd

"

Kf
∙
Kf

Kb
* (5) 

STEP9.  多質点系への必要ダンパー量の分配 4) 
        全層に対して必要ダンパー量Kdi

" を次式より算

定する（ΣA = 0）。 

Kdi
"  = Qi

hi ∑ QihiB
{Kdi

"

Kf
∑ (Kfihi

2)  −  N
i=1 ∑ (Kdi,op

" hi
2)A   

      + Λ ∑ (Kfihi
2)B }  −  Λ  

(6) 

ここで 

Λ = λ + 1
λ{f(𝑝𝑝, 𝜇𝜇d)}2

 
 (7) 

f(𝑝𝑝, 𝜇𝜇d) = p + 2(1 −  p)
μd

 −  1 −  p
μd

2
 

 (8) 

          ここに，Qiは層せん断力を表す。 
 STEP10. Kdi

"  < 0がある場合，当該層をKdi
"  = Kdi,op

"  = 0とし，
式(6)~(8)を用いて，他層のKdi

"を再計算する 4)。 
STEP11. 設置可能なKdi

" を超える層がある場合，当該層

を Kdi
"  = Kdi,op

" とし，最も大きな値が算出された

層に対し，Kdi,op
"  = Kdi,max

" を与えて，式(6)~(8)を
用いて，他層のKdi

" を再計算する。このとき，

Kdi,op
" は次式で得られる 4)。 

Kdi,op
"   =  Fdyi cos θ Ndi

u̇dyi ωf⁄  (9) 

          ここで，𝐹𝐹𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑はリリーフ荷重，𝑁𝑁𝑑𝑑𝑑𝑑は設置ダンパ

ー数，𝑢̇𝑢𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑はリリーフ速度である。なお，Kdi,max
"

は設置上限ダンパー量を表す。 
  STEP12. 𝐾𝐾𝑑𝑑𝑖𝑖

" ≤ 𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑜𝑜𝑜𝑜
" となるまで，STEP10 を繰り返し，

最終的なダンパー配置を得る 4)。 
  STEP13. 各層のダンパー諸元の決定 

        STEP12より求めた必要ダンパー量よりオイル
ダンパーの種類と本数を選定する。 

― 514―
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  STEP12. 𝐾𝐾𝑑𝑑𝑖𝑖

" ≤ 𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑜𝑜𝑜𝑜
" となるまで，STEP10 を繰り返し，

最終的なダンパー配置を得る 4)。 
  STEP13. 各層のダンパー諸元の決定 

        STEP12より求めた必要ダンパー量よりオイル
ダンパーの種類と本数を選定する。 
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4. 各種パラメータが設計値に及ぼす影響 
  3.1 節で示した設計手順を用いて制振設計を行う。その
際に，様々なパラメータを変化させ，比較することでその

パラメータが及ぼす影響について確認する。 
4.1 設計時に必要なパラメータ 
本章では，設計用地震動の変位応答スペクトル Sd(Tf,h0)
を ART HACHI，OS2においてそれぞれ 108.18，111.75と
し，リリーフ率μd = 2.0，取付け部材剛性比Kb Kf⁄  = 2.0と
して制振設計を行う。また，STEP11で設定するKdi,max

" につ

いては，各層に 2000 kN級のオイルダンパーを 6基とした
ときのKdi,op

" とする。よって，リリーフ荷重Fdyi = 1800 kN，
リリーフ速度u̇dyi = 1.5 cm/sとし，その他の諸元を式(9)に
代入し，Kdi,op

"  = Kdi,max
"   = 6500 kN/cm を得る。加えて，

STEP13 でダンパーの選定を行う際に，ダンパーのリリー
フ荷重Fdyiは要求値Fdyi

' を用いて以下の範囲内になるよう

に選定した。 
0.8Fdyi

'  ≤ Fdyi ≤ 1.2Fdyi
'  (10) 

さらに，STEP13 でダンパーを選定する際に使用するダ
ンパーの諸元を表 1に示す。 

表 1 ダンパー諸元 
ダンパー名称 1500kN 2000kN 

u̇dy (cm/s) 1.5 
𝑝𝑝 0.0123 
β 4.5 

Cd (kN∙s/cm) 90000 120000 
Fdy (kN) 1350 1800 

 
4.2 𝛼𝛼による影響 
本節は，式(2)中の α = 25，75 の 2種類で検討する。ま
た，目標層間変形角 θmax = 1/125 radとし，STEP9で用いる
層せん断力分布として，モデル A，Bには非制振モデルに
ART HACHIを，モデル C，Dには OS2を入力したときの
最大層せん断力を用いる。設計用地震動として層せん断力

分布と同じ地震動を用いる。図 5 に設計された制振モデ
ルを示す。その際に，モデル A，Cは α = 75とし，モデル
B，Dは𝛼𝛼 = 25として設計を行う。また，表 2に各モデル
の等価減衰定数 heqとダンパー数を示す。等価減衰定数に

着目すると，モデル A に比べてモデル B では約 44%増加
し，モデル C に比べてモデル Dでは約 45%増加している
ことが分かる。それに伴い，ダンパー本数も増加しており，

モデル Bでは 1500 kN級が 30本，2000 kN級が 20本，合
計で 50本増加し，モデル Dでは 1500 kN級が 38本，2000 
kN 級が 22本，合計で 60本増加していることが分かる。
これより，α = 75から 25に変化させると，等価減衰定数
は 45%程度増加し，2倍程度のダンパー本数が必要である
ことが分かる。次に，各モデルに設計用地震動を入力し，

時刻歴応答解析を行う。その解析結果より得られた各層の

最大層間変形角を図  6 に示す。設計用地震動を ART 
HACHI としたモデル A，B においては，全層で目標層間
変形角以内に収まっていることが分かる。それに対し，設

計用地震動を OS2としたモデル C，Dにおいては，モデル 

    

(a)モデル A (b)モデル B (c)モデル C (d)モデル D 
図 5 制振モデル 

 
表 2 等価減衰定数とダンパー本数 

建物モデル A B C D 

設計用地震動 ART 
HACHI 

ART 
HACHI OS2 OS2 

𝛼𝛼 75 25 75 25 
heq 0.0502 0.0722 0.0544 0.0791 

1500kN[本] 6 36 0 38 
2000kN[本] 48 68 56 78 

 
  

(a)ART HACHI (b)OS2 

図 6 最大層間変形角 

D では概ね全層で目標層間変形角以内に収まっているが，
モデル Cでは収まっていないことが分かる。原因について
は今後の課題とする。 
4.3 目標層間変形角 θmaxによる影響 
本節は，STEP4 にあたる目標層間変形角を変化させる。

モデル A，Cにおいて目標層間変形角 θmax = 1/150 radに変
えたものをそれぞれモデル E，Fとする。図 7に設計され
た制振モデルを示す。また，表 3に各モデルの等価減衰定
数 heqとダンパー数を示す。等価減衰定数に着目すると，

モデル A に比べてモデル E では約 53%増加し，モデル C
に比べてモデル Fでは約 52%増加していることが分かる。
それに伴い，ダンパー本数も増加しており，モデル Eでは
1500 kN級が 14本，2000 kN級が 52本，合計で 66本増加
し，モデル Fでは 1500 kN級が 40本，2000 kN級が 16本，
合計で 56本増加していることが分かる。これより，θmax = 
1/125 radから 1/150 radに変化させると，等価減衰定数は
52%程度増加し，2 倍程度のダンパー本数が必要であるこ
とが分かる。次に，4.2 節と同様に，各モデルに設計用地
震動を入力し，時刻歴応答解析を行う。その解析結果より

得られた各層の最大層間変形角を図 7 に示す。設計用地
震動を ART HACHIとしたモデル A，Eにおいては，全層
で目標層間変形角以内に収まっていることが分かる。それ

に対し，設計用地震動を OS2としたモデル C，Fにおいて 

2000 kN級 1500 kN級 
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(a)モデル A (b)モデル E (c)モデル C (d)モデル F 
図 7 制振モデル 

 
表 3 等価減衰定数とダンパー本数 

建物モデル A E C F 

設計用地震動 ART 
HACHI 

ART 
HACHI OS2 OS2 

θmax [rad] 1/125 1/150 1/125 1/150 
heq 0.0502 0.0768 0.0544 0.0824 

1500kN[本] 6 20 0 40 
2000kN[本] 48 100 56 72 

 
  

(a)ART HACHI (b)OS2 

図 8 最大層間変形角 

は，目標層間変形角以内に収まっていないことが分かる。

この原因については今後の課題とする。 
4.4 地震動による影響 
本節は， STEP9にあたる層せん断力分布を変化させる。
つまり，式(6)中の層せん断力 Qiが変化する。モデル A，C
において層せん断力分布を Ai 分布に変えたものをそれぞ
れモデル G，Hとする。その際，Ai分布は主架構の 1次固
有周期より算出するものとする。図 9 に作成した制振モ
デルを示す。また，表 4に各モデルの等価減衰定数 heqと
ダンパー数を示す。等価減数定数に着目すると，モデル A
と Gおよび Cと Hでは一致していることが分かる。ダン
パー配置について，モデル Gでは，5~7層のダンパーが少
なくなり 19~22層で増えているが，ダンパーの合計本数は
同じであることが分かる。モデル H では，11 層のダンパ
ーが少なくなり，20，22層で増えているが，ダンパーの合
計本数は 2本増え，ほとんど変化していないことが分かる。
これより，層せん断力分布を変えても，ダンパー配置が少

し変わるものの，等価減衰定数は変わらないため，ダンパ

ーの必要本数はほとんど変化しないことが分かる。 

    

(a)モデル A (b)モデル G (c)モデル C (d)モデル H 
図 9 制振モデル 

 
表 4 等価減衰定数とダンパー本数 

建物モデル A G C H 

設計用地震動 ART 
HACHI 

ART 
HACHI OS2 OS2 

層せん断力分布 ART 
HACHI Ai OS2 Ai 

heq 0.0502 0.0502 0.0544 0.0544 
1500kN[本] 6 10 0 4 
2000kN[本] 48 44 56 54 

 
5. まとめ 
本報では，上野らの提案手法 4)を用いて制振設計を行っ

て，その際に，α，目標層間変形角 θmax，層せん断力分布を
変化させ，それぞれのパラメータが設計値に与える影響に

ついて確認した。以下に得られた知見を示す。 
 αを 75から 25に変化させると，等価減衰定数は 45％

程度増加し，2 倍程度のダンパー本数が必要になる。 
 目標層間変形角 θmaxを 1/125 radから 1/150 radに変え

ると，等価減衰定数は 50%程度増加し，2倍程度のダ
ンパー本数が必要になる。 

 層せん断力分布を地震動から Ai分布に変えると，ダ
ンパー配置が少し変わるものの，等価減衰定数は変わ

らないため，ダンパーの必要数はほとんど変化しない。 
今後の展望として，目標層間変形角以内に収まらなかっ

た原因について明らかにする必要があると考える。  
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